













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































鉄道業 自動車業 付帯事業 計
Ａ Ａ／Ｄ％ 駐車場不動産業ＢＢ／Ｄ％事業施設ＣＣ／Ｄ％ 旅行業 Ｄ Ｄ／Ｄ％
１９６６年 ９，９４８ ８６％ ０ ２０９ ９０５ ８％ ４４９ ４％ ０ １１，５１２ １００％
１９６７年 １０，９９１ ７２％ ０ ３７０ ３，３６５ ２２％ ５７６ ４％ ０ １５，３０２ １００％
１９６８年 １１，７０５ ７１％ ０ ４０４ ３，５７６ ２２％ ７８９ ５％ ０ １６，４７５ １００％
１９６９年 １２，４７３ ６６％ ８１ ４７５ ４，４９９ ２４％ １，１７１ ６％ ２５６ １８，９５５ １００％
１９７０年 １３，８５２ ６２％ ９２ ５４７ ５，７７９ ２６％ １，６４４ ７％ ３１４ ２２，２２９ １００％
１９７１年 １５，８８４ ６２％ １０３ ５６５ ６，３２８ ２５％ ２，１９９ ９％ ４８６ ２５，５６５ １００％
１９７２年 １６，６４５ ５７％ １３２ ６４０ ８，６２１ ２９％ ２，６５３ ９％ ６７９ ２９，３７１ １００％
１９７３年 １７，４０２ ５６％ １７６ ６７７ ８，９０３ ２９％ ３，２４６ １０％ ８２６ ３１，２３０ １００％
１９７４年 ２１，７０３ ５３％ ２２７ ８２５ １２，４５９ ３１％ ４，５０９ １１％ １，０４５ ４０，７６９ １００％
１９７５年 ２６，７０７ ６３％ ２８６ ９０６ ９，１０６ ２１％ ５，００２ １２％ ５６４ ４２，５７０ １００％
１９７６年 ３１，７０３ ６６％ ３４７ ９６６ ８，９８９ １９％ ５，８１９ １２％ １４７ ４７，９７１ １００％
１９７７年 ３３，０９０ ５７％ ４０５ ９９７ １６，８６２ ２９％ ６，６１２ １１％ ５７，９６６ １００％
１９７８年 ３５，４０２ ６１％ ４３５ １，１６４ １３，８７９ ２４％ ７，２０３ １２％ ５８，０８２ １００％
１９７９年 ４０，１９５ ６６％ ４７６ １，１７２ １１，７３７ １９％ ７，７６７ １３％ ６１，３４７ １００％
１９８０年 ４２，０６９ ６０％ ５３７ １，１５６ １８，５９３ ２６％ ７，９８６ １１％ ７０，３４１ １００％
１９８１年 ４８，３５６ ６２％ ５４８ １，３４８ １９，４１１ ２５％ ８，４３２ １１％ ７８，０９５ １００％
１９８２年 ５１，５５３ ６０％ ５１６ １，３８６ ２３，１７３ ２７％ ８，９０８ １０％ ８５，５３６ １００％
１９８３年 ５３，６６２ ５８％ ４９０ １，４１２ ２７，５２６ ３０％ ９，１１５ １０％ ９２，２０５ １００％
１９８４年 ６０，０９８ ６２％ ５４９ １，４６６ ２４，０５９ ２５％ １０，０３４ １０％ ９６，２０６ １００％
１９８５年 ６２，６２０ ６３％ ５７６ １，５２５ ２５，０１１ ２５％ １０，４１７ １０％ １００，１４９ １００％
１９８６年 ６５，３６３ ６２％ ６３１ １，５６０ ２６，１０９ ２５％ １１，９９１ １１％ １０５，６５４ １００％
１９８７年 ６７，５３８ ６１％ ６８０ １，６０２ ２８，１６４ ２６％ １２，４３１ １１％ １１０，４１５ １００％
１９８８年 ７５，７３８ ６６％ ６８１ １，６６０ ２３，９９２ ２１％ １３，０４２ １１％ １１５，１１３ １００％
１９８９年 ７８，２２６ ６４％ ６９０ １，６６４ ２７，９３３ ２３％ １４，５３７ １２％ １２３，０５０ １００％
１９９０年 ８１，４５５ ６０％ ７２４ １，７４４ ３４，７１６ ２６％ １６，３９２ １２％ １３５，０３１ １００％
１９９１年 ８７，３８５ ６５％ ７１８ １，７９７ ２８，３９３ ２１％ １７，１７７ １３％ １３５，４７０ １００％
１９９２年 ９６，８１８ ６７％ ６９７ １，８３５ ２８，６４６ ２０％ １７，５１４ １２％ １４５，５１０ １００％
１９９３年 ９６，３４２ ６４％ ６７９ １，８６６ ３３，８３９ ２３％ １７，２８６ １２％ １５０，０１２ １００％
１９９４年 ９５，６２０ ６３％ ６８３ １，８９９ ３７，０５５ ２４％ １７，４７４ １１％ １５２，７３１ １００％
１９９５年 １０２，６１７ ６５％ ６８６ １，８９８ ３５，２８８ ２２％ １８，２１０ １１％ １５８，６９９ １００％
１９９６年 １１０，２０６ ６７％ ７５２ １，８６６ ３５，９６８ ２２％ １６，４６１ １０％ １６５，２５３ １００％
１９９７年 １０７，９５４ ６８％ ７６１ １，８４３ ３３，８８４ ２１％ １４，８４３ ９％ １５９，２８５ １００％






















１９６０年 ３４ ２３１ １４．９％ １６５ ６６ ２８．５％
１９６１年 ４６ ２８９ １５．８％ ２１４ ７５ ２５．９％
１９６２年 １１７ ３９５ ２９．６％ ３３６ ５９ １５．０％
１９６３年 １３４ ４４５ ３０．２％ ３４４ １０１ ２２．８％
１９６４年 １４５ ４７３ ３０．６％ ３６１ １１２ ２３．７％
１９６５年 ２０５ ３６７ ５５．８％ ２６４ １０３ ２８．０％
１９６６年 ２７４ ４４９ ６１．１％ ３６２ ８７ １９．４％
１９６７年 ３６１ ５７６ ６２．６％ ４５１ １２６ ２１．８％
１９６８年 ２８０ ７８９ ３５．４％ ６４４ １４５ １８．４％
１９６９年 ４３６ １，１７１ ３７．２％ ９１８ ２５３ ２１．６％
１９７０年 ４４７ １，６４４ ２７．２％ １，２７１ ３７３ ２２．７％
１９７１年 ６２０ ２，１９９ ２８．２％ １，６９４ ５０５ ２３．０％
１９７２年 ６９６ ２，６５３ ２６．２％ ２，０５３ ６００ ２２．６％
１９７３年 ７２６ ３，２４６ ２２．４％ ２，５０７ ７４０ ２２．８％
１９７４年 ８６０ ４，５０９ １９．１％ ３，７６１ ７４９ １６．６％
１９７５年 ９３８ ５，００２ １８．７％ ４，６７６ ３２５ ６．５％
１９７６年 １，０４５ ５，８１９ １８．０％ ５，３０７ ５１２ ８．８％
１９７７年 １，２１７ ６，６１２ １８．４％ ５，９５８ ６５３ ９．９％
１９７８年 １，４１３ ７，２０３ １９．６％ ６，１２１ １，０８２ １５．０％
１９７９年 １，４３２ ７，７６７ １８．４％ ６，４７３ １，２９４ １６．７％
１９８０年 １，６６９ ７，９８６ ２０．９％ ６，７１６ １，２７０ １５．９％
１９８１年 １，７３５ ８，４３２ ２０．６％ ７，１５７ １，２７５ １５．１％
１９８２年 １，８１２ ８，９０８ ２０．３％ ７，６６５ １，２４３ １４．０％
１９８３年 １，６７８ ９，１１５ １８．４％ ８，０１３ １，１０２ １２．１％
１９８４年 １，７７６ １０，０３４ １７．７％ ９，０７２ ９６２ ９．６％
１９８５年 １，７３４ １０，４１７ １６．６％ ９，６４０ ７７７ ７．５％
１９８６年 ２，１９２ １１，９９１ １８．３％ １０，８４５ １，１４６ ９．６％
１９８７年 ２，１５４ １２，４３１ １７．３％ １１，７６９ ６６２ ５．３％
１９８８年 ２，１８３ １３，０４２ １６．７％ １２，５４１ ５０１ ３．８％
１９８９年 ２，４６５ １４，５３７ １７．０％ １４，１４６ ３９１ ２．７％
１９９０年 ２，９４４ １６，３９２ １８．０％ １５，９７０ ４２２ ２．６％
１９９１年 ２，８５５ １７，１７７ １６．６％ １６，３６５ ８１２ ４．７％
１９９２年 ２，９４８ １７，５１４ １６．８％ １７，４１９ ９５ ０．５％
１９９３年 ２，４８１ １７，２８６ １４．４％ １７，６３１ －３４５ －２．０％
１９９４年 ２，２９９ １７，４１４ １３．２％ １７，８１５ －４０１ －２．３％
１９９５年 ２，２２９ １８，２１０ １２．２％ １８，１４２ ６８ ０．４％
１９９６年 ２，１５９ １６，４６１ １３．１％ １６，５４９ －８８ －０．５％
１９９７年 ２，１１７ １４，８４３ １４．３％ １５，１８３ －３４０ －２．３％
１９９８年 １，７８３ １１，０１８ １６．２％ １１，１２９ －１１１ －１．０％
１９９９年 １，８２０ １０，５７３ １７．２％ １０，２７３ ３００ ２．８％
２０００年 １，５２８ ８，９４１ １７．１％ ８，５７７ ３６４ ４．１％
○前掲『有価証券報告書』
第５５期以降，「事業施設営業収入」の（２）が「広告営業収入」から「園芸営業収入」に変更。
１７７
けられているが，政策レベルの背景に国民の余
暇・レジャーに対する意識の変容があったこと
も見逃せない。総理府調査の「今後の生活の力
点をどこに置くか？」という問いに対して，戦
後一貫してトップであった「住生活」を「レジ
ャー・余暇生活」が１９８３年に上回ったのであ
る２７）。
こうした国民のレジャー・余暇嗜好の高まり
を代表する形でやはり１９８３年に登場したのが，
株式会社オリエンタルランドが千葉県浦安市の
埋立地に建設した東京ディズニーランド（以下
ＴＤＬ）であった。開園初年に約９９３万人，翌
８４年には１千万人を突破したマンモス級テーマ
パークの登場は，全国の遊園地業界に大きな衝
撃を与えることとなった。同じ首都圏に位置す
る向ヶ丘遊園も例にもれず，当時の遊園の支配
人平井寛は「マス媒体を中心にした宣伝効果に
より，大衆のレジャー志向のすべてが，東京デ
ィズニーランドに向かっているかのような異様
なムードを醸し出していました」と回想してい
る２８）。
このＴＤＬの登場に対して，向ヶ丘遊園が無
策であったわけではなかった。東京ディズニー
ランドが提起した「遊園地の差別化⇒テーマパ
ーク化」の流れに対して，向ヶ丘遊園は従来の
「花と緑の遊園地」のコンセプトを強化するこ
とによって差別化を試みたのである。その最大
のピークは１９８７年に実施された『蘭・世界大博
覧会』の誘致であった。敷地内に特設エアドー
ムを建設して１週間にわたって開催された同博
では計３０万人を超える来客を集め，改めて「花
と緑の遊園地」としての存在感を占めすことに
成功した２９）。さらに遊具関連についても，前
述したように多くの新型遊具を８０年代に導入し，
設備の更新を進めた結果，停滞しつつあった営
業収入は再び増加傾向に転じ，１９９０年には約３０
億円に到達したのであった。
そうした意味で向ヶ丘遊園は，ＴＤＬの登場
によって一挙に業績を悪化させたわけではなく，
都市型遊園地へ向けて一定の適応をみせたこと
がわかる。しかし一方で，ＴＤＬの登場は営業
収入以外の部分にも影響を与えていた。図７の
グラフは向ヶ丘遊園を含む広告営業部門の利益
率を示したものであるが，遊園の営業収入の増
加に反し，広告営業部門の利益率が８０年代以降，
顕著に低下していたことが示されている。ＴＤ
Ｌの登場によって，向ヶ丘遊園や御殿場ファミ
リーランドはＴＤＬに対抗すべく積極的な設備
の更新や大規模化を迫られることになった。こ
うした経営努力は営業収入を増加させることに
はつながったが，一方で競争の激化による頻繁
な設備更新や施設の近代化は，遊園業の利益率
を低下させる側面も存在したのである。
そして１９９０年代に入り，いわゆるバブル崩壊
が起こるとともに向ヶ丘遊園の成績は営業収入
の面でも急速に悪化してゆき，１９９２年の２９億５
千万円から２０００年には１５億３千万円へと約半減
することになったのである。こうしたなかで小
田急電鉄は１９９９年に御殿場ファミリーランドの
閉園を決定，２００１年には花鳥山脈を日本大学に
売却するなど，付帯事業部門の大幅な整理統合
を進めてゆき，２００２年にはついに向ヶ丘遊園も
閉園に至ったのである。
向ヶ丘遊園の閉園前１０年間の累計損失は４０億
円といわれ３０），閉園の理由としては向ヶ丘遊
園からのモノレールの故障・廃止，借地交渉の
難航などが説明された。しかし最大の要因は小
田急電鉄が本業である鉄道部門への「選択と集
中」を経営方針として固め，複々線化の用地取
得費などの支出を見据えて，不採算部門の縮小
を進めるという経営判断にあったものと思われ
る。
奇しくもこの２０００年前後は，到津遊園（西日
本鉄道：２０００年），宝塚ファミリーランド（阪
１７８
急：２００３年），近鉄あやめ池遊園地（２００４年）
といった戦前来の長い歴史を持つ電鉄系遊園地
が次々と閉園された時期であった。電鉄業の付
帯事業として発展してきた日本の遊園地産業に
とって，バブル崩壊後の「失われた１０年」はま
さに大きな転換期であったのである。
小括
本稿では電鉄会社の副業として展開されてき
た，７５年という全国有数の歴史を誇った遊園地
の経営について分析してきた。「経営分析」と
いっても，電鉄会社の一部門である向ヶ丘遊園
の経営については，営業収入金額以外には不明
な点が多く，今回の分析が不完全なものである
ことは認めざるを得ない。それを踏まえて今回
明らかになった論点についてまとめ，小括とし
たい。
小田急電鉄の，沿線旅客誘致の目玉として建
設された向ヶ丘遊園であったが，戦前期におい
ては沿線住宅開発の方が優先された結果，遊園
地としての本格的な施設整備は進められること
がなかった。ただこの間に進められた桜の植樹
が後年の「花と緑の遊園地」の基盤となった点
は評価しなくてはならない。同園の近代化への
試みが本格化したのは戦後になってからである。
１９５２年の有料化はその最初の転機となった。そ
の後高度成長期に入ると大型催事を実施するこ
とで来客数と客単価の増加をはかり，１９６２年の
防衛博，６３年のフラワーショーの成功で一定の
成果を獲得した。
また１９６０年代中盤以降のレジャー，スポーツ
ブームのなかでいちはやく大型スケートリンク
と屋内プールの設置を実現し，都市型遊園地と
して変質を遂げたのと同時に，従来問題視され
てきた季節変動の緩和に大きな成果をあげた。
季節変動と天候リスクを抱える遊園地業は，そ
れまで独立した経営の困難な業態であり，それ
ゆえ，比較的安定した収入を得られる電鉄業の
副業として営業されることが多かったが，こう
図７ 向ヶ丘遊園営業収入と利益率
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した季節変動の緩和によって，遊園業がある程
度の独立採算の可能性を見せた点は重要である。
この時期，１９６０年代後半の向ヶ丘遊園は，こう
した季節変動問題や，国民の余暇・娯楽の変質
にいち早く対応して業績を向上させたという意
味で，全国的にも先進的な遊園地としての地位
を確保していたと評価できる。
しかし１９７０年代以降，全国の遊園地が飽和状
態に達し，相互の差別化が難しくなってきたな
か，１９８３年に登場したＴＤＬの登場によって電
鉄系遊園地は大きな動揺を迫られることになる。
広大な埋立地を地価上昇期に分譲することによ
って獲得された豊富な資金力を背景に，大型遊
具と良質なサービスを売りに登場したＴＤＬに
対抗するためには，従来の遊園地はより一層の
設備投資を必要とされることになり，利益率を
低下させてゆくことになる。こうしたなかで富
士急行のように，経営資源を観光部門に特化し
ていった事例を除くと，電鉄会社にとって遊園
業に必要な設備投資は，電鉄業の「副業」に許
される負担水準を大きく超えるものになった可
能性が高い。小田急電鉄の場合，１９８０年代後半
までは設備の更新によって，遊園業の発展にあ
る程度の期待を寄せていた節がある。しかしバ
ブル崩壊後にこれら遊園業の業績が急落してゆ
くなかで，小田急は本業である鉄道業に経営資
源を集中してゆく選択をとることになったので
ある。
本稿では遊園地業の「近代化」のイメージと
して①採算の独立性の実現，②季節変動の軽減，
③国民の余暇需要への対応といった論点を仮定
して叙述を行ってきた。向ヶ丘遊園は戦後１９５０
年代から８０年代にかけて，上記①～③の課題を
ある程度達成し，「近代化」に成功した遊園地
であったように思えるが，１９８０年代に発生した
遊園地業界の変容，「テーマパークの時代」に
は充分に対応し得ずに閉園となった。これは電
鉄経営の「副業」という位置付けから脱却でき
なかった遊園地業全体が共有していた限界であ
ったといえるのである。
１） この分野における先行研究として，小川功
「我国における観光・遊園施設の発達と私鉄
多角経営の端緒－私鉄資本による遊園地創設
を中心に－」（『鉄道史学』第１３号，１９９４年）
などがあげられる。
２） 小田急電鉄『有価証券報告書』については，
一橋大学イノベーション研究所所蔵文書の閲
覧の便を得ることができた。同所の御好意と
協力に謝意を表する。
３） 小田急電鉄の付帯事業に言及した研究とし
ては（野田正穂「郊外住宅地の開発と私鉄の
役割」『鉄道史学』第１５号，１９９７年）があるが，
小田急に関しては住宅地開発の記述が中心で
あり，また基本的に社史に依拠した叙述に留
まっている。
４） 開業当初の小田急は「小田原急行鉄道株式
会社」と称しており，１９４１年に「小田急電鉄
株式会社」と改称したが，以後便宜上本文で
は上記社名を「小田急」と略称する。
５） 小田急電鉄株式会社『小田急五十年史』
（１９８０年）１３８頁（以下『五十年史』と略記）。
しかし小田急線開業の前年から営業が開始さ
れていたとする説もある（向ヶ丘遊園の緑を
守り，市民いこいの場を求める会『わたしの
向ヶ丘遊園』２００３年，１７頁）。
６） 前掲『五十年史』１３８頁。
７） 『神奈川新聞』１９４７年１月２４日。
８） 前掲『五十年史』２７７頁。
９） 友和会『向ヶ丘遊園小史』（１９８８年）８１頁。
（以下『小史』と略記する）。
１０） 前掲『五十年史』３２９頁。
１１） 前掲『小史』４５頁。
１２） 前掲『小史』５５頁。
１３） たとえば１９７６年に東洋娯楽機が設置した大
観覧車は当時「日本一」と呼ばれていた。し
かし東洋娯楽機は４年後の１９８０年に読売ラン
ドに対して同型でより大型の観覧車を提供し，
向ヶ丘遊園の観覧車は日本一の座を失うこと
になった。
１４） 前掲『五十年史』１３８頁。
１５） 前掲『小史』２７頁。
１８０
１６） 赤石定次氏（元小田急社員，鉄道博物館館
長）からの聞き取り（２００７年５月３１日実施）。
１７） 前掲『小史』８９頁。第四代目支配人小林喜
助（在職１９６２～６４年）の回想。
１８） 前掲『小史』９６頁。
１９） 前掲赤石定次氏からの聞き取り。
２０） 友和会『向ヶ丘遊園小史』（１９８８年）８８頁。
（以下『小史』と略記する）。
２１） 前傾『小史』８頁。
２２） 前掲『小史』９０頁。
２３） 前掲『小史』８８頁。
２４） 前掲『五十年史』４１６頁。なお１９６４年には
不動産部門で大規模開発を実施するため，１９６４
年，小田急不動産を全額出資の子会社として
設立し，分社化した。
２５） ただし１９５５年以降，小田急は国鉄御殿場線
の御殿場駅まで，「銀嶺」「芙蓉」「朝霧」とい
った準急・特別準急列車を運行していた。
２６） 富士急行株式会社『有価証券報告書』。
２７） 粟田房穂・高成田享『ディズニーランドの
経済学』（朝日新聞社，１９８７年）１４３頁。
２８） 前掲『小史』１０８頁。
２９） 前掲『小史』５２頁。
３０） 荒川正「バラと生きた向ヶ丘遊園，散る」
（『日経ビジネス』２００１年１２月３日号所収）
向ヶ丘遊園の経営史
１８１
